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①

◇退職所得は課税対象から除かれます。

◇扶養控除、配偶者控除などの各種所得控除の適用はありません。

上場株式等に係る配当所得・先物取引に係る雑所得等の金額の合計額です。

◇総所得金額等とは、総所得・山林所得・分離長期譲渡所得・分離短期譲渡所得・株式等に係る譲渡所得・

※2 未就学児に係る均等割額は2分の1を減額します。

国保税を算定していますが、令和5年7月1日以降に届出があった場合は、今回の納税通知書には反映して

いません。

国保税は月割課税です

　下記のような理由で年度の途中で国保被保険者の異動があった場合、月割で課税されます。

年度の途中で国保に加入または脱退した場合
⇒加入期間に応じて月割で算定し、届出日の翌月(ただし4、5月届出は7月)にお知らせします。

◇免税牛（肉用牛）を売却した所得は、所得税・住民税では免税所得となりますが、国保税では課税対象

になります。

算定期間について

国保税は、4月から翌年3月までの1年間で算定し、7月から翌年3月までの9回（特別徴収の世帯は、原則

年金支給月の6回）に分けて納めていただくため、各納期の税額＝1ヵ月分ではありません。

令和5年6月末までに「国民健康保険異動届」を提出された世帯は、異動内容をあらかじめ反映させて、

課税限度額 一世帯あたり 650,000円 220,000円 170,000円

※1 所得割の課税標準額 ＝ 令和4年中(令和4年1月～12月)の総所得金額等－ 430,000円(基礎控除)

均 等 割 額 被保険者１人あたり(※2) 26,400円 8,400円 9,000円

平 等 割 額 一世帯あたり 20,000円 8,000円 7,000円

（後期高齢者支援金課税） （介護納付金課税）

所 得 割 額 課税標準額（※1） 8.5% 3.0% 2.4%

 負担していただく分です。 に納めていただく分です。

◇令和5年度　国保税率

区　分 課税の基礎

税　　　　　率

医療分 後期高齢者支援金分 介護保険分（40～64歳）

（基礎課税）

に使われます。  ために、国保被保険者全員に して40歳から64歳までの方

や後期高齢者医療などに加入している場合でも、世帯主に対して課税されます。このような世帯主を

『擬制世帯主』といいます。※擬制世帯主の所得は国保税の算定には含まれません。

国保税の算定方法

国保税は、「医療分」・「後期高齢者支援金分」・「介護保険分」で構成され、それぞれの所得割額・

均等割額・平等割額を算出し、世帯で合算した金額です。

＝ ＋ ＋

令和5年度　国民健康保険税（国保税）について

課税の根拠

　国保税は、地方税法第703条の4及び香美市国民健康保険税条例第2条の規定に基づき課税されます。

納税義務者（納税通知書は世帯主のお名前でお送りします）

国民健康保険は、大人から子どもまで一人ひとりが被保険者となりますが、国保税額は世帯ごとに算定

し、納税義務者は、その世帯の主たる生計維持者である世帯主とされています。世帯主が職場の健康保険

国保被保険者の医療費など  後期高齢者医療制度を支える 介護保険制度への納付金と

国保税 医療分
後期高齢者

支援金分
介護保険分

1ページ



②介護保険第2号被保険者（40歳以上64歳以下の方）の介護保険分

・

・

③
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◇

◇

◇

◇

◇

・

・

◇

◇

◇

軽減額は、前年の給与所得を100分の30とみなして所得割を計算します。軽減判定も100分の30とみなし

　た所得で判定します。

軽減期間は、離職日の翌日から翌年度末までです。

申請の際には、『雇用保険受給資格者証』または『雇用保険受給資格通知』をご持参ください。

倒産・解雇などによる離職（特定受給資格者）や、雇止めなどによる離職者（特定理由離職者）

は国民健康保険に加入する方の国保税を申請により一定期間軽減します。

対象となるのは、離職日時点で64歳以下の方で、ハローワークから交付される『雇用保険受給資格者証

』または『雇用保険受給資格通知』の「12．離職理由｣のコード番号が下記の方（ただし、特例受給資格者を

特定受給資格者・・・「11」「12」「21」「22」「31」「32」

特定理由離職者・・・「23」「33」「34」

除く）です。

軽減判定所得には、他の保険に加入している擬制世帯主の所得金額も含めて計算します。同じ世帯内で国保から

　後期高齢者医療へ移行した世帯員の所得金額も含めます。

事業所得での青色専従者控除や事業専従者控除は適用せず、専従者の給与所得はないものとして判定します。

譲渡所得は、特別控除前の金額で判定します。

令和5年1月1日現在、65歳以上の公的年金受給者は年金所得から15万円を控除した金額で判定します。

倒産・解雇などで離職された方に対する軽減　★申請が必要です

７割 　430,000円＋100,000円×(給与所得者数等の数(※b)－1)以下 (※a) 加入者数には、同じ世
  帯で国保から後期高齢者医
  療へ移行した世帯員を含み
  ます.

５割
430,000円＋(290,000円×擬制世帯主を除く国保加入者数(※a))

                  ＋100,000円×(給与所得者等の数(※b)－1)以下

２割
430,000円＋(535,000円×擬制世帯主を除く国保加入者数(※a))

                  ＋100,000円×(給与所得者等の数(※b)－1)以下
(※b) 一定の給与所得者、公
　的年金等の支給を受ける方

に加入した方が、他の世帯に異動したり、世帯主が変わったり、死亡した場合などは該当しなくなります。

所得が低い世帯に対する軽減　★申請は必要ありません

 世帯主と国保加入者等の合計所得が軽減判定所得を下回る世帯については、均等割額と平等割額を下記の

割合で軽減します。また、特定世帯については『特定世帯に対する軽減』と合わせて適用します。

　この軽減の対象となるためには、所得の申告をしていることが前提となります。

軽減割合 軽減判定所得

　75歳になる方が1人世帯の場合は、75歳到達日の前月分までに割り振っています。

軽減・減免制度について

特定世帯に対する軽減　★申請は必要ありません

国保の加入者が、後期高齢者医療制度に移行したことで、その世帯の国保被保険者者が1人となった場合

（特定世帯といいます）、一定期間（最長5年間）医療分および後期高齢者支援金分にかかる平等割を半額

にします。5年経過後は平等割額の軽減額を4分の1にし、3年間延長します。ただし、後期高齢者医療保険

未就学児に係る均等割額の減免　★申請は必要ありません

　子育て世代の負担軽減を図るため、未就学児の均等割額を半額にします。

年度の途中で40歳となる方
⇒40歳に到達した月から月割で算定し、到達日の翌月(ただし5月は7月)にお知らせします。

年度の途中で65歳となる方
⇒あらかじめ65歳到達日の前月分までを月割で算定し、各期に割り振っています。

年度の途中で75歳となり後期高齢者医療保険制度へ移行する方
⇒あらかじめ国保への加入期間を月割で算定し、各期に割り振っています。
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④

4月、6月、8月の特別徴収について（仮徴収）

　前年度から引き続き特別徴収の対象となる世帯については、前年度2月の徴収額と同額を4月、6月、8月

に年金から今年度の国保税として天引き（仮徴収）します。

年度途中からの特別徴収について

　10月から特別徴収が始まる方については、1期～3期分が普通徴収（納付書または口座振替）での納付となり

ます。

世帯主の国保税と介護保険料の合計額が年金額の2分の1を超える場合

世帯主が年度途中で後期高齢者医療保険制度に加入(75歳に到達)する場合

特別徴収の停止を希望する場合

※ 判定は老齢基礎年金の金額で行っていますので、年金受給総額とは異なります。ただし、老齢基礎年金を受給

　されていない方は他の年金で判定しています。詳しくは国保係へお問い合わせください。

　特別徴収の停止を希望される方は、『納付方法変更申出書』を提出することにより、口座振替による納付

に変更することができます。ただし、これまでの国保税に滞納がある場合は変更できませんので、ご了承く

ださい。特別徴収を停止するには、3、4ヵ月程度かかります。

特別徴収（年金天引き）について

世帯主が受給している年金から国保税を天引きする制度です

　世帯内の国民健康保険の加入者全員が65歳以上74歳以下である場合、対象となります。ただし、次の①～

④に該当する場合は、特別徴収の対象とならず、普通徴収(納付書または口座振替による納付)になります。

世帯主が他の健康保険に加入している場合

世帯主の年金額が年額18万円未満の場合

のぼって課税されます(最大3年間)。令和4年度以前分は、過年度分として令和5年度分とは別に納付書を

送付します。過年度分は口座振替ができませんので、納付書でお支払いをお願いします。

転入による国民健康保険の加入者について

　国保税は、前年の所得を基に算定します。転入による加入の場合、転入前の市区町村に前年の所得額を照

会します。前住所地から回答があり、所得額の把握ができましたら、国保税の更正を行い再度通知します。

（税額の変更がない場合は通知しません。）

旧被扶養者の均等割額を半額免除

世帯の国保加入者が旧被扶養者１人の場合は平等割額も半額免除

②③については、資格取得日の属する月以後2年を経過する月までの間に限り適用されます。

また、「所得が低い世帯に対する軽減」の7割軽減・5割軽減に該当する場合は適用されません。

加入の届出が遅れたとき

　国保税は、国保の資格を得た月から支払義務が発生します。届出が遅れた場合は、資格を得た月までさか

ことが困難なときは、減免が認められる場合があります。

旧被扶養者に対する減免　★国保加入の際に確認します

75歳以上の方が会社の健康保険などの被用者保険から後期高齢者医療制度に移行することにより、その

被扶養者であった方（65歳～74歳の方に限る）が新たに国保に加入する場合（『旧被扶養者』といいます）

下記の減免が適用されます。

旧被扶養者の所得の有無にかかわらず、所得割額が全額免除

特別な事情による減免　★申請が必要です

災害・生活困窮・刑務所等の施設に収容されている場合や、その他の特別な事情により国保税を納める
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◇ 普通徴収（口座振替の場合は納期限が引き落し日となります）

◇ 特別徴収（年金から天引き）

11
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納税通知書の内容、国保税についてのお問合せ

2月29日 4月1日

2期

11月30日 12月25日

3期 4期 8期 9期5期 6期 7期期別 全期 1期

納期限 7月31日 7月31日 8月31日 10月2日 10月31日 1月31日

℡：0887-53-3115

支払月

令和4年 令和5年

4月 6月 8月 10月 12月 2月

（仮徴収）

　香美市役所 市民保険課 国保係

（本徴収）

納税通知書の見方について

納期について

　支払月と納期限については、次のとおりです。

支払月
令和4年 令和5年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

納付書払の方は納付場

所、口座振替の方は指

納付書払いの方・・・納付場所を記載

口座振替の方・・・指定された金融機関等を記載

年金天引きの方・・・何も記載されていません。

令和5年度

国保税の年税額

令和5年度国保税率に基づいて算定しています。

詳細は『3．国保税の算定方法』をご参照ください。

「所得が低い世帯に対する軽減」に該当している世帯は

軽減割合の記載があります。制度の内容については、

『6．軽減・減免制度について』をご参照ください。

世帯で国保に加入している方の

氏名が記載されています。

加入月に「○」が印字されています。（未就学児の被保険者には「◎」）

介護保険分を納付していていただいている方は、

該当月に「*」が印字されています。

納付書払い、または口座振替

（期別）の各期の税額および

納期限（引き落とし日）です。

全納の納付書払い、または口座振替の全

納を選択されている場合の税額および納

期限（引き落とし日）です。

年金天引きの対象となる年金種別を記載しています。

年金天引き対象世帯の

各年金支給月の徴収額

です。
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